
自治事務 法定受託事務

■職員□一部委託 □全部委託 □指定管理 □市民ボランティア □NPO等 □その他( )
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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

担当課

令和4年度

3,151,500

前年度決算額（円）

一般会計

令和06年06月20日(木)

令和9年度

　消防力の整備指針

■ □

63,085,000 50,310,000

消防総務課 担当係 施設係 管理番号 50311常備消防施設維持管理事業

安心とやすらぎを感じられるまち

消防・救急体制の充実

令和7年度

消防費

137,014,258

消防本部空調設備更新工
事
旧川本分署解体工事

0

108,427,170

10,869,170.00

1.30

30,601,157

0

65,933,431

令和5年度 令和6年度

106,747,170

10,869,170.00

大項目

小項目

4

　市民が安全・安心に暮らせるよう、各種法令等に基づき適切に消防施設を維持管理することによって、災害発生時
における消防活動拠点としての即応体制を維持、確保するものである。

県支出金 0 0 0 0

消防施設費

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

0

消防費

消防費 消防費

　消防施設

事務事業

2

事業概要

２．事業費（投入コスト）

総
合
計
画

主要プロジェクト

0 35,332,274 32,793,000 47,248,000

157,841,000

0 0

62,781,931

区分

事務事業評価表
１．基本事項

0.80 1.30

根拠法令
個別計画等

事業区分

目的
※何のために

常備消防施設維持管理事業［消防総務課］

消防施設費 常備消防施設維持管理事業［建築住宅課］

　市民が安全・安心に暮らせるため。

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

　法令に基づく各種定期点検・保守点検を実施し、所管課による定期的な点検を行う。

成果
※何を求めるか

　災害発生時における消防活動拠点としての即応体制を維持、確保する。

中項目 1 備えができ安全・安心なまちづくり

0

単位：円

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

143,309,904 72,341,563

6,295,646.00 6,408,132.00

0.80

0

庁舎清掃業務

寝具滅菌乾燥消毒業務

庁舎等補修修繕

建物調査の実施

事
業
費 地方債

年度別計画

74,093,000 95,878,000

0

決算額

国支出金

137,014,258

0

消防本部庁舎免震装置塗
装改修工事
花園消防署発電機始動用
蓄電池修繕

97,558,000

0

作成日

細事業名

令和8年度

事務事業を
構成する
予算事業

本事業の
主な業務

電気設備保安管理業務

エレベータ保守点検

特定建築物衛生管理技術者業務

空調設備保守点検

消防用設備保守点検

浄化槽保守点検、清掃業務、法定検査

執行体制

一般会計

項 目



2,920.00

箇所

25.00

消防活動拠点機能を維持するため、常時稼働すべき施設数を目標としている。　/　当該年度実績

2,920.00 2,920.00

8.00

　

令和
7年度

令和
8年度

41.00

8.00

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

修繕の件数は、意図的に定めることができないため、目標値を定めることはできない。　/　当該年度実績

常時災害に対応するため、８施設の稼働すべき日数を目標値としている。　/　１年３６５日

2,920.00 2,920.00

４．観点別評価

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

令和
9年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

評価者 課長補佐兼施設係長　　小川　知之

区分 評価の観点 評価 評価理由

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できてい
るか。
・民間委託や他事業との統合・連携が
可能か。

　消防本部の照明器具をＬＥＤに交換し、照明に係る電気料の削減が図れ
た。照明更新による職場環境の向上、設備の省エネ化による維持管理経費
の削減及び電力消費の低減に伴うＣｏ２の排出が削減できた。

A

A

　機能維持に欠かすことのできない設備の修繕を効果的に実施したこと
で、消防活動拠点として業務の継続性を確保できた。

成果

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 課長補佐兼施設係長　　小川　知之

　消防活動拠点機能を維持するため、定期的な目視点検を実施するととも
に、施設等に不具合が発生した際には、効率的な修繕を実施することがで
きた。花園分署及び上柴分署の修繕が９件発生しており、今後も不具合が
多数発生することが予想されるため、効果的に対応しなくてはならない。

実績値の算出式

8.00 8.00
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実績値

目標値

実績値の算出式

実績値

8.00 8.00 8.00 8.00

目標値

活動指標２

活動指標３

単
位

件

３．評価指標

評価評価の観点区分

2,920.00 2,920.00
日

目標値

実績値

区分

施設修繕件数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

常時稼働施設数

施設稼働日数

目標値

実績値

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A活動

評価理由・指標数値の推移

目標値の算定根拠/実績値の出所



■ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

□ ②現状のまま継続 □成果向上のための改善

□ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

施設係 管理番号

令和7年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

　消防活動拠点としての機能を維持するため、今後も継続的に消防庁舎の維持管理を実施してい
く必要がある。Wi-Fi環境を整備するため、仕様書を作成し構築を完了させる。

７．改善改革プラン・今後の課題

令和6年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

　定期的な点検を行い不具合が発生した場合は、適宜修繕を行い消防活動拠点となる消防施設の
機能を維持管理すると共に花園分署は、諸問題を解決し、上柴分署は移転候補地について検討
し、更に調査、研究を進める。
　消防本部庁舎の来庁者及び職員が業務で使用できるWi-Fi環境を構築するため、関係課と協議を
開始する。

８．評価指標グラフ

　花園消防署及び上柴分署は、大規模改修や建替えについて、さらに、建替える場所や適正な建
物規模など方針を定める必要がある。

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

　建替えに向け、より具体的な計画策定が必要である。また、職員の事務
効率向上のため、庁舎のＷｉ－Ｆｉ環境の整備について検討が必要であ
る。

令和4年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

　定期的な点検を行い不具合が発生した場合にも必要に応じて修繕を行うことができた。今後も
消防施設の維持衣管理を継続して実施する。庁舎機能面で不具合の多発している花園分署及び上
柴分署について、建替え場所や建物規模等について、調査研究し検討を行った。

評価者 次長兼消防総務課長　　太田原　健二

評価の内容説明

50311事務事業 常備消防施設維持管理事業 担当課 消防総務課 担当係

区分 活動指標１ 指標名 施設修繕件数

区分 活動指標２ 指標名 常時稼働施設数
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上記を実施するための具体的な取組内容は？


